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研究要旨： 

 本研究は、「PICU（小児集中治療室）はじめ重篤小児集約拠点のあり方」について、救命

救急事業を包括した姿として政策提言し、わが国の重篤小児患者の救命率向上に貢献する

ことを目的としている。 

 本稿では、下記についての研究結果を報告する。 

（1） 重篤小児集約拠点未設置地域における拠点設置にむけた医療政策にかかる研究 

 東京医科歯科大学大学院医療政策情報学 伏見清秀先生提供の Diagnosis Procedure 

Combination Database（2011 年版）を用いた小児人工呼吸患者データを用い、国立成育医療

研究センター 中川聡先生の指導のもと当該患者の年間患者数と死亡率を算出し、地域差を

分析した。 

 小児の人工呼吸患者数は年間 2万人であり、NICU 対象： 1.1 万人、PICU 対象： 0.9 万

人であった。PICU 対象患者の 60％が病棟で管理をされていた。さらに ICU と病棟の人工呼

吸患者の死亡率は同等であった。予定入院と緊急入院で比較すると、緊急入院患者の死亡率

が高く、小児の緊急患者は、ICU に入室していない傾向があり、多くの ICU が予定手術の術

後管理用として機能している可能性と同時に、重症度の高い（死亡率が高い）緊急患者の多

くが一般病棟で管理されていた。 

 東京都の人工呼吸患者数： 1225 人で死亡者数： 65 人（5.3％）に対し、重篤小児集約

拠点未設置地域と考えられる北海道・東北（6 県）・北陸（4 県）の人工呼吸患者： 946 人

で死亡者数： 92 人（9.7%）であり、死亡率に有意差を認めた（χ2検定；P=0.0037）。 

 しかしながら北海道＋東北＋北陸＋東京で人工呼吸が年間 50 症例以上、未満に分類して

分析すると年間 50 症例以上： 総患者数 1325、死亡率 5.6％、年間 50 症例未満： 総患者

数 836、死亡率 11.0%で死亡率に有意差を認めた（P=0.0003）ことから、地域差というより

は、施設差が死亡率に差がある理由と考えられた。 

 年間の人工呼吸数患者が少ないと死亡率が高いことが、重篤小児集約拠点未設置地域でも

同様であることが示唆された。PICUは重篤小児集約拠点のひとつの形態であるが、重篤小児

集約拠点未設置地域では、現実的でない場合がある。大学病院、救命救急センターの成人IC

Uなど地域のリソースを活かした拠点設置が望ましい。さらにドクターヘリとの連携を想定す

ることが有効であると想定された。 
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4施設であった。

 考察 

重篤小児集約拠点のあり方

基礎となる日本の小児の重症患者数は

そもデータがなく

ラリア・ニュージーランドでは、小児人口

1000 人当たり、年間

していると報告されている。

我が国において

ぼ同じ頻度で小児の

ることから、この割合を日本の小児人口に

当てはめると年間

が発生していることになる。

一方日本のPICU

患者数 8,000

ICU対象患者の

他の 7 割は、総合

小児病棟で管理されているはずであるが、

実態は不明である。

今回 Diagnosis Procedure Combination 

Database（2011

どこで管理治療され、転帰がどうであった

か解析を試みた。すなわち重篤小児患者を

１５歳未満の

新生児特定集中治療室管理料、総合周産期

特定集中治療室管理料、特定集中治療管理

以上、未満に分類して分析する

症例以上：総患者数

年間 50 症例未満：

11.0%で死亡率に有意差

。また人工呼吸が年間

年間 70 症例

、死亡率 5.1%、年間

、死亡率 10.0%

死亡率に有意差を認めた。

地域差というよりは、

が死亡率に差がある理由と考えられた。

すべての医療機関が

タを供出していないが、年間

北海道 2、岩手 1、新潟

であり、加えて年間

施設であった。 

重篤小児集約拠点のあり方

日本の小児の重症患者数は

そもデータがなく不明であるが、

ラリア・ニュージーランドでは、小児人口

人当たり、年間 1.5

していると報告されている。

我が国において熊本県で

ぼ同じ頻度で小児の重症患者が発生

この割合を日本の小児人口に

当てはめると年間27,000

していることになる。

PICUベッド

8,000 人であり、

対象患者の3割しかカバーしていない

割は、総合 ICU・救命救急センター

で管理されているはずであるが、

実態は不明である。 

Diagnosis Procedure Combination 

2011 年版）を用いて重篤小児が

どこで管理治療され、転帰がどうであった

か解析を試みた。すなわち重篤小児患者を

１５歳未満の小児人工呼吸患者

新生児特定集中治療室管理料、総合周産期

特定集中治療室管理料、特定集中治療管理

以上、未満に分類して分析する

総患者数 1325

症例未満：総患者数

死亡率に有意差を認めた

人工呼吸が年間 70

症例以上：総患者数

年間 70 症例未満：

10.0%（P=0.0012

を認めた。 

地域差というよりは、

が死亡率に差がある理由と考えられた。

すべての医療機関が DPC

タを供出していないが、年間 70 症例以上

、新潟 1、富山

年間 50 症例以上

重篤小児集約拠点のあり方を考える上で

日本の小児の重症患者数は

であるが、オースト

ラリア・ニュージーランドでは、小児人口

1.5 人の重症患者が発

していると報告されている。 

熊本県での調査では、ほ

重症患者が発生

この割合を日本の小児人口に

27,000人のICU対象患者

していることになる。 

ベッドは約200床

であり、年間 27,000

割しかカバーしていない

・救命救急センター

で管理されているはずであるが、

Diagnosis Procedure Combination 

年版）を用いて重篤小児が

どこで管理治療され、転帰がどうであった

か解析を試みた。すなわち重篤小児患者を

小児人工呼吸患者として、

新生児特定集中治療室管理料、総合周産期

特定集中治療室管理料、特定集中治療管理

以上、未満に分類して分析する

1325、死亡

総患者数 836、

を認めた

70 症例

総患者数

未満：総

P=0.0012）で

地域差というよりは、施設差

が死亡率に差がある理由と考えられた。 

DPC にデー

症例以上施

、富山 1、

症例以上は東

を考える上で

日本の小児の重症患者数はそも

オースト

ラリア・ニュージーランドでは、小児人口

人の重症患者が発

の調査では、ほ

重症患者が発生してい

この割合を日本の小児人口に

対象患者

床で年間

27,000 人の

割しかカバーしていない。

・救命救急センター

で管理されているはずであるが、

Diagnosis Procedure Combination 

年版）を用いて重篤小児が

どこで管理治療され、転帰がどうであった

か解析を試みた。すなわち重篤小児患者を

として、

新生児特定集中治療室管理料、総合周産期

特定集中治療室管理料、特定集中治療管理



室料、救命救急入院料の加算の有無により

環境とその転帰を分析した。 

 小児の人工呼吸患者は DPC データベース

では、年間 2 万人（NICU 対象患者を含む）

であり、全体の 44％が PICU 対象患者であ

ったが、PICU 対象患者の 60％が病棟で管理

されている実態が明らかになった。危機管

理の観点からも早急な改善が求まれる。 

 一方施設毎年間患者数と死亡率が示すよ

うに、年間の人工呼吸患者数が少ないと死

亡率が高いことが示された。 

 また東京都と北海道・東北（6県）・北陸

（4 県）の人工呼吸患者死亡率に有意差を

認めたが、これには幾つかの可能性が示唆

された。 

• 重症度が異なる可能性：人工呼吸
患者が多い施設（を有する東京）

では、人工呼吸の開始基準が早い

（緩い）可能性 

• 人工呼吸患者が多い施設（を有す
る東京）では、安全管理が徹底し

ている可能性 

 実際施設毎年間患者数と死亡率北海道・

東北（6 県）・北陸（4 県）プラス東京都で

の分析でも認められ、地域差よりも施設差

である可能性がある。 

 すなわち重篤小児集約拠点未設置地域は

いわゆる地方都市であるが、地方において

も集約拠点設置が救命率向上に有効である

ことが示唆される。 

 PICU は重篤小児集約拠点のひとつの形

態であるが、重篤小児集約拠点未設置地域

では、医療経済的にも現実的でない場合が

ある。大学病院、救命救急センターの成人

ICU など地域のリソースを活かした拠点設

置が望ましい。 

 救命救急センター・特定集中治療室等を重

篤小児集約拠点とするための要件：これまで

の本研究班研究結果から、術後管理は限定的

で小児救命救急事案を主たる対象とするユ

ニットであれば、年間300例（単位病床あた

り年間40〜50例として6〜8床程度のユニッ

トが想定される）が想定され、その線の前後

におけるアウトカムリサーチを進めること

が妥当であると想定された。 

 小児集中治療の医療品質を支えるため

の医療従事者に求められる要件をさらに

検討するためには、上記のとおり集中治療

医の関与の有無によるアウトカムリサー

チを進めてゆく必要がある。 

 全国救命救急センターならびにドクター

ヘリの分布に併せた形で、重篤小児集約拠点

の設置計画を進め、さらにドクターヘリとの

連携を想定することが有効であると想定さ

れた。その結果に示されるような地域格差を

埋めるためにも、各地域に適したモデルを提

供する必要性が示された。 

 

E. 結語 

 人工呼吸患者は DPC データベースでは年

間２万人（NICU 対象患者を含む）であり、

全体の 44％が PICU 対象患者であったが、

PICU 対象患者の 60％が病棟で管理されて

いた。 

 人工呼吸患者の病棟と ICU での死亡率は

同等であった。また緊急入院患者は、予定

入院患者よりも死亡率が高かった。 

 年間の人工呼吸患者数が少ないと死亡率

が高かった。このことは地域によらないこ

とが示された。 

 PICUは重篤小児集約拠点のひとつの形態

であり、重篤小児集約拠点未設置地域におい

ても必要性は同等であることが今回の調査

で確認できた。 

 救命救急センター・特定集中治療室も地域

によっては重篤小児集約拠点となる可能性

がある。また、PICUであっても術後管理は限

定的で小児救命救急事案を主たる対象とす

るユニットもある。それらの場合、重篤小児

症例が年間300例（単位病床あたりに年間40

〜50例として6〜8床程度のユニット）が想定

され、その線の前後におけるアウトカムリサ

ーチを、集中治療医関与の有無によるアウト

カムリサーチと併せて進める必要性が確認



された。 

 重篤小児集約拠点「未設置」地域において

も拠点設置計画は求められ、救命救急センタ

ーならびにドクターヘリの分布に併せつつ

地域の実情に沿う形で重篤小児集約拠点の

計画を進め、さらにドクターヘリとの連携を

想定することが有効であると想定された。 
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